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フォロー体制

（視　点）

　厚生労働省の調査では、大学卒就職者の3年以内離職率は3割に達する。少子化に伴い採用活

動の「売り手市場」が続くと予想されるなか、信用金庫の間で若手職員の早期離職の未然防止

が課題の一つに浮上している。近年拡充が叫ばれる若手職員向け研修は、若手職員の早期戦力

化と同時に、人的密着度の強化による早期離職の未然防止策の意味合いもある。

　そこで本稿では、若手職員の育成策として城南信用金庫の新入職員研修を中心に紹介する。

同金庫は各種研修および本部職員・先輩職員によるフォロー実施を通じ、2〜5年目職員の離職

率を9.48％に抑えている。

（要　旨）

⃝	厚生労働省「新規学卒就職者の離職状況」では、大学卒就職者の3年以内離職率は3割に達

する。

⃝	売り手市場による採用難が続くと予想されるなか、若手職員の早期離職の未然防止が信用

金庫経営における課題の一つになりつつある。

⃝	城南信用金庫は、人材開発プログラムに則り職員の育成に取り組む。平成29年度の新入職

員については入庫前研修、新入職員研修、OJTマンツーマン制度などを実施し、一人ひと

りの抱える課題にも応じている。

⃝	本部職員・先輩職員による手厚いフォロー体制が奏功し、同金庫における2〜5年目職員の

離職率は9.48％にとどまる。
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はじめに

　厚生労働省の調査では、大学卒就職者の3

年以内離職率は3割に達する。少子化に伴い

採用活動の「売り手市場」が続くと予想され

るなか、信用金庫の間で若手職員の早期離職

の未然防止が課題の一つに浮上している。近

年拡充が叫ばれる若手職員向け研修は、若手

職員の早期戦力化と同時に、人的密着度の強

化による早期離職の未然防止策の意味合いも

ある。

　そこで本稿では、若手職員の育成策として

城南信用金庫の新入職員研修を中心に紹介す

る。同金庫は各種研修および本部職員・先輩

職員によるフォロー実施を通じ、2〜5年目

職員の離職率を9.48％に抑えている。

	1．若手職員の早期離職の状況

（1	）厚生労働省「新規学卒就職者の離職状

況」の概要

　近年、『入庫から2〜3年の（優秀な）若手

職員の離職が目立つようになった。』との声

が信用金庫から聞かれる。わが国では深刻な

人手不足が生じており、転職市場が活況であ

る。またライフスタイルや価値観の多様化に

より、職場への帰属意識が低下したことが早

期退職の精神的なハードルを下げたとの意見

もある。

　ところで若手職員の早期離職は本当に最近

の事象なのだろうか。厚生労働省「新規学卒

就職者の離職状況（平成26年3月卒業者の状

況）」で大学卒就職者の3年以内離職率をみ

ると、26年3月に大学を卒業した新規学卒就

職者のうち、1年目に離職12.3％、2年目に離

職10.6％、3年目に離職9.4％の合計32.2％で

あった（注1）（図表1）。平成2年（西暦1990年）

以降の推移をみると、4年の23.7％が最も低

い一方で、16年の36.6％が最も高く、平均す

ると3割前後となる。

　26年3月新規学卒就職者（大学卒）の産業

別の3年以内離職率は、金融・保険業で

21.8％となり、平均より低い（図表2）。ま

た、事業規模別の離職率をみると、5人未満

が59.1％に達する一方で、1,000人以上は

24.3％となり相対的に規模の大きい事業所の

方が離職率は低かった。

　にもかかわらず、『若手職員の早期離職が

増えたことなどから、適正な人員確保が難し

くなっている。』との声が信用金庫から聞か

れるのは、①少子化に伴う労働力人口の減

少や大企業の採用意欲の上昇により新入職

員の確保で苦戦が続くうえ、②雇用の流動化

が進み中途採用が人事政策上の選択肢となる

なか若手職員の転職が散見されるようになっ

たことがあげられよう。

　こうしたなか信用金庫は職員の定着率を高

めるためにも、数少ない新入職員・若手職員

を丁寧に育成していくことが求められてい

る。かつての大手金融機関のような大量採

用・大量離脱を前提とした若手の採用および

（注）1	．事業所からハローワークに対して、雇用保険の加入届が提出された新規被保険者資格取得者の生年月日、資格取得加入日
等、資格取得理由から学歴ごとに新規学校卒業者と推定される就職者数を算出し、更にその離職日から離職者数・離職率を
算出している（厚生労働省「新規学卒就職者の離職状況（平成26年3月卒業者の状況）」）。
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育成スタイルは困難な時代となってきた。

（2）早期離職の未然防止策

　若手職員の早期離職の未然防止が経営上の

重要課題となるなか、各信用金庫は対策に力

を入れ始めた。直接的な対策として初任給を

引き上げるなどの処遇改善がみられる。信用

金庫のなかには、地元公務員の処遇と比較

して給与水準を見直す事例がある。ただし

初任給の引上げは自金庫の給与体系全体の再

設計にかかわる施策なため、実施には時間を

要するし、相応のコスト負担を覚悟せねばな

らない。

　次に離職理由として職場の人間関係をあげ

る若手職員が多い。過去の採用抑制時の影響

などから信用金庫の営業店人員は減少し、ま

た世代の近い先輩などが少ないケースもみら

れる。その結果、現場のOJT機能の低下や、

日常業務以外の相談などを行いにくい雰囲気

の可能性がある。そこで本部主導による若手

職員向け研修を拡充する信用金庫が増えてき

た。これは、若手職員の早期戦力化に加え、

人的密着度の強化による若手フォローも大き

い。本部の人事担当者が若手職員と直に接す

ることで、仕事上の悩みなどを共有できるメ

リットがある。
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図表1　新規学卒就職者の3年以内離職率の推移（大学卒）

（備考）1．3年目までの離職率は、四捨五入の関係で、1年目、2年目、3年目の離職率の合計と一致しないことがある。
2	．厚生労働省『新規学卒就職者の離職状況（平成26年3月卒業者の状況）』より信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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図表2	　平成26年3月新規学卒就職者（大学卒）
の産業別3年以内離職率（代表例）

（備考	）1	．調査対象のうち、その他を除く離職率の高い4
業種と低い4業種
2	．厚生労働省『新規学卒就職者の離職状況（平成
26年3月卒業者の状況）』より信金中央金庫	地域・
中小企業研究所作成
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　ここ数年、従来型のOJT制度から一歩踏み

込んだメンター制度（注2）を取り入れ、先輩職

員が若手職員の精神的な支援を行う事例も増

えてきた。若手職員のなかにはOJTを担当す

る先輩職員に仕事上の悩みや個人的な相談を

しにくいこともあろう。そこで別途、メン

ターとなる先輩職員を配置し、若手職員を多

面的に支援していく。

　そのほか、若手職員の悩みを共有する仕組

みとして人事部門や監査部門の担当者による

臨店、部下が上司を評価する360度評価制度

の導入などがある。加えて、自己啓発などに

チャレンジする仕組み作りなど、若手職員の

モチベーションを高める施策も重要となる。

　若者（若手職員）の意識が昔と変わってき

た以上、若手職員の早期離職防止策は処遇の

見直しのみで解決せず、人材育成のあり方と

合わせて検討していく必要がある。

2．城南信用金庫の取組み　

　本稿では、東京都内に本店をおく城南信用

金庫の新入職員研修を中心に紹介する（注3）。

（1）人材開発プログラムの策定　

　城南信用金庫は、経営理念（3つのビジョ

ン）（注4）を実現するため、人材開発部が中心

となって「人材開発プログラム」を策定・実

践している（図表3）。

（注）2	．メンター制度とは、豊富な知識と職業経験を有した社内の先輩社員（メンター）が、後輩社員（メンティ）に対して行う
個別支援活動です。キャリア形成上の課題解決を援助して個人の成長を支えるとともに、職場内での悩みや問題解決をサポー
トする役割を果たします（厚生労働省「メンター制度導入・ロールモデル普及マニュアル」）。
3	．平成29年3月末の同金庫の概要は以下のとおりである。本店所在地：東京都品川区、預金残高：3兆5,787億円（譲渡性預金
56億円を含む）、貸出金残高：2兆1,479億円、店舗数：85店舗、従業員数：2,098人
4	．「中小企業の健全な育成発展」「豊かな国民生活の実現」「地域社会繁栄への奉仕」

図表3　平成29年度人材開発プログラムの内容（10年目までの抜粋）	

①入庫前 ● 	社会人として相応しい人材の育成を図るため、各種推薦図書を読ませ、社会人としての心構
えや、当金庫の職員としての自覚を持たせることを目的とします。

● 	入庫前の宿泊の研修を実施することで、社会人としての心構えと、一生苦楽を共にする仲間
を作り、人と人の絆の大切さを教育します。（入庫前研修3日間）

②新入職員
（1年目）

● 	「新入職員研修会」の開催により金庫の理念・方針を理解、定着させ、金庫職員に相応しい
人材を育成し、社会人としてのコミュニケーション能力を身に付けさせ、お客様のお困りご
とを解決できる人材を育成します。（年間27日間）

③2年目〜5年目
（若手成長期）
　5年目〜10年目
（若手発展期）

● 	「入職年度別研修」等を通じて、将来自分が金庫の職員として能力を発揮し、お客様を応援
できる喜びを教え、10年後の目標設定や自らのキャリアをデザインし、自立型人間の育成を
目指させます。

● 		仕事の領域を広げるため、外部機関への派遣により、幅広い知識、人格作りを目指し、金庫
内では各部へのトレーニー派遣等の実践的な研修により、お客様を応援することが出来る人
材を育成します。

⑦全職員 ● 		金庫職員に相応しいコンプライアンスの徹底を図るコンプライアンス研修会の開催
● 		外部機関への研修、出向により幅広い知識を得るだけでなく、新たな人脈づくりを目的とし
ます。

● 		各種研修ビデオの作成により、職員のレベルアップを図ります。
● 		ダイバーシティの推進、各種キャリアアップセミナー、昭和女子大等のセミナー参加
● 		育児セミナーの開催、育児中の自己啓発、参考図書の推薦などの紹介

（備考）1．④中堅・一般職員（11年〜）、⑤中級役席者（副支店長、次席他）、⑥支店長（課長、上席他）は省略
2．城南信用金庫「平成29年度人材開発プログラムの実施について」より信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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（2）平成29年度　新入職員研修の内容

　平成29年度の同金庫の新入職員は97人で

あった。内訳は男性38人、女性59人で、こ

のうち91人が大学卒者であった。以下、同

金庫の新入職員育成策の柱となる、①入庫前

研修、②新入職員研修会、③OJTマンツーマ

ン制度を紹介する。

　①　入庫前研修（合計3日間）

　同金庫は、例年3月に入庫前研修を内定

者に対し実施する。同研修の開催目的は、

4月1日の入庫時までに学生から社会人へ

の意識転換を済ませておくことである。そ

のため、同研修では金融知識より社会人と

しての心構えやマナー、集団行動の大切さ

などに重点を置く。また宿泊型を原則とす

ることで、新入職員の仲間意識を醸成する

狙いもある。

　29年度新入職員に対する入庫前研修は、

3月8日〜10日の3日間、3月28日〜30日の3

日間の2回開催した（内容は同じ）。前半

は大学卒者を対象とした宿泊型で全信協

鎌ヶ谷研修所を利用した。同金庫は地方の

高校卒者を受け入れている。そのため、後

半の3日間は入庫直前に開催し、東京生活

に慣れさせる狙いもあることから、本部へ

の通い型としている。卒業式などで前半の

入庫前研修に参加できなかった大学卒者も

後半の研修に参加する。

　なお、入庫前研修の実施については内定

段階から案内しており、新入職員から特段

の不満などは生じていない。入庫前なの

で、保険をかけたほか、東京都の最低賃金

額を参考に研修参加費も支給する。

　②　新入職員研修会（合計27日間）

　同金庫の新入職員研修会は合計27日間

である。29年度は通期型の集合研修とせ

ず、2か月間をかけ集合研修と配属営業店

でのOJT研修とを交代で実施した。

　これは、集合研修とOJT研修を相互に実

施することで、知識習得と現場での実践の

相乗効果を期待したためである。新入職員

の成長スピードも高まると考えた。

　4月11日〜21日の9日間の集合研修では、

独自のテキストやビデオを使用し、グルー

プワークを交えながら実施した。

　営業店に正式配属された段階で最低限の

接客や応対が出来るようになることが目標

であり、集団行動やロールプレイングの練

習などを盛り込む。信用金庫の中央機関の

役割を学ぶため、4月21日には信金中央金

庫を視察した（図表4）。

　その後も5月の集合研修や事務センター

へのシステム研修など合計27日間の研修

を実施している。

（備考）城南信用金庫	撮影

図表4　信金中央金庫の視察（講義風景）
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　③　OJTマンツーマン制度（3か月間）

　同金庫は、配属後の職場研修（OJT）と

して、新入職員一人ひとりにマンツーマン

の教育担当が付く「OJTマンツーマン制

度」を採用する。教育担当は支店長が自店

の先輩職員から指名し、期間は3か月間で

ある。29年度から教育担当向けの研修会

も実施している。教育担当は、業務知識や

仕事の進め方だけでなく、幅広く社会人生

活について、実体験に基づく親身な指導を

行い、新入職員の育成を支援する。なお、

同金庫では別途メンター制度の導入につい

て検討中である。

（3）工夫している点など

　同金庫では新入職員（若手職員）の育成に

あたり、次のような工夫を凝らしている。

　①　多方面からのフォロー

　新入職員の育成を営業店の教育担当に任

せるのではなく、本部人事部および人材開

発部の役職員によるフォローなどを充実さ

せている。また、平日夜間自主セミナーや

土曜セミナーの開催などを通じ、若手のス

キルアップや意識高揚を支援するなど、多

方面からのフォローにより、金庫をあげて

若手職員の育成に取り組む。これにより若

手職員に営業店で孤立感を味わわせないよ

うに努めている。

　②　同期・仲間意識の醸成

　同期の仲間意識が高まるよう支援する。

新入職員向けに合計30日間の集合研修を

実施するほか、2年目〜10年目までの職員

を対象に年次別の研修会を行っている。同

期の仲間意識が高まることで、同期職員間

の情報交換や悩み相談などが活発である。

一例として、自分だけが苦労しているので

はなく、同期も頑張っていることを知り、前

向きになる若手職員がみられるとのこと。

　③　成長イメージを提示

　自身のキャリアイメージの提示を信用金

庫に求める若手職員は多い。実際、最近の

就活学生の傾向として『信用金庫が自分を

どう育ててくれるのか？』『そのためにど

のようなチャレンジの場を提供してくれる

のか？』などを重視する姿勢が強まったと

のことである。同金庫は人材開発プログラ

ムを通じ職員の成長イメージを周知する。

また、若手職員のモチベーションを高める

ため、各種のチャレンジ施策を設定してい

る。例えば、資格取得のための研修会の開

催や外部出向・派遣制度の導入などがあ

る。こうした諸施策が若手職員のモチベー

ションを高め、早期離職の防止につながっ

ているとみられる。

　特に5年目〜10年目の職員からは、外部

機関への出向など自金庫を客観的にみるこ

とが可能なチャレンジ施策の人気が高い。

同金庫としても若手育成策の柱の一つとし

て期待している。

　④　経営ビジョンの周知

　若手職員が早期離職する要因の一つに将

来への漠然とした不安感がある。同金庫は

経営陣が率先して各階層の職員に経営ビ

ジョンを語り、周知を図っている。
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（4）効果の例

　同金庫は各種研修および本部職員・先輩

職員によるフォロー実施を通じ、低い離職

率を実現している。29年10月現在、1年目

の離職は1人、2〜5年目の離職率は9.48％

にとどまる。また、自己啓発に励む若手職

員、地域のために活動する若手職員なども

多く、金庫風土として定着しつつある。

おわりに　　

　フェイス・トゥ・フェイスを活動の基本と

する信用金庫の場合、職員の質が金庫経営を

左右すると言える。なかでも若手職員の育成

は喫緊の経営課題であり、各信用金庫は育成

に向け創意工夫を凝らしている。

　今回、紹介した城南信用金庫は、時代の変

化に合わせた若手育成策を採用することで、

早期戦力化を図ると同時に、早期離職の未然

防止にも成功している。今後、自金庫の若手

職員育成策の参考になれば幸いである。
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